第20回議会基本条例検討特別委員会会議録（要旨）
	日　時
	平成２６年７月２日(水)　午前１０時００分～午後５時１３分

	場　所
	長久手市役所本庁舎　２階　委員会室

	出席者
	議　員
	委員長　　丹羽茂雄　　副委員長　水野とみ子
委　員　　青山直道　　加藤和男　さとうゆみ
　じんの和子　すえ規代　原田秀俊
議　長　　川合保生　　副議長　　木村さゆり

	
	事務局
	事務局長　局長補佐　　主任


１　あいさつ
（１）議長
（２）委員長
２　議題
（１）条例案の調整について
　　①前文について

（委員長）・　前回から課題となっていた「前文」について、各グループの検討結果を報告して欲しい。
（委　員）・　グループごとに以下のとおり前文案を報告。

	前文案（１）
	議会は、憲法に基づく地方自治制度のもと、市民から付託を受けた市長とともに、市民の意思を市政に的確に反映させるため、二元代表制の一翼として、重要な意思決定と議決責任の役割を担っている。

地方分権一括法の施行により、地方への権限委譲が進み、議会が市民の代表機関として、果たすべき役割はますます重要性を増している。

議会は、持てる権能を駆使し、自治体事務の立案、決定、執行、評価における論点、争点を市民に明らかにし、議員間の自由闊達な議論を通して、これらの論点、争点を発見、公開することは議会の第一の使命である。

このような使命を果たすため、ここに長久手市議会基本条例を制定する。われわれは、積極的な情報の公開、議員の自己研さんと資質の向上を目指すとともに、議会の公正性と透明性を確保し、市民に信頼され、存在感のある議会の構築に努める。


　　　　
	前文案（２）
	平成１２年のいわゆる地方分権一括法の施行により、地方への権限委譲が進み、議会の果たすべき責務はますます重要性を増している。議会は、日本国憲法に基づく地方自治制度のもと、市民から選挙で選ばれた市長とともに二元代表制の一翼として、重要な意思決定と議決責任を持つ役割を担っている。

議会は、合議制の機関である一方、市長は独任制の機関であり、互いに緊張感を保持しながら市長等執行機関の事務執行の評価、監視機能、立法機能、政策立案及び政策提言機能を十分に発揮しなければならない。
長久手市議会は、これまでも選挙で選ばれた市民の代表として、議会の活性化、開かれた議会をめざし議会改革を進めてきた。議場での一問一答方式、議会広報や議会中継での情報発信、政治倫理条例、政務活動費の運用指針、定数削減、議会報告会などである。


（委員長）・　各前文案に対して、意見はあるか。
（委　員）・　前文案（２）に書かれている「議場での一問一答方式」等の取組は、実績ではあるが、既に多くの市議会で行われているため、あえて記載する必要があるか。

（事務局）・　前文案（１）では、市長にも議決責任があるように読めるがよいか。
＜１０：３１　休憩＞

＜１０：４０　再開＞

（委員長）・　前文の冒頭は、案（１）の「議会は、・・・議決責任の役割を担っている。」の部分を採用することとしてよいか。
＜異議なし＞

（委　員）・　前文の冒頭に、これまでの議会改革を紹介した「あいさつ文」を入れてはどうか。
　　　　 ・　当市議会の議会改革は、既に多くの市議会で行われている内容なので、あえて前文の冒頭で「あいさつ文」として紹介する必要はないのではないか。

（副委員長）・　議会の実績を条例に形として残すことは大切。

（委　員）・　前文ではなく、条例の解説文に議会改革の実績を掲載してはどうか。

　　　　 ・　前文案（２）については、具体的な議会改革の内容を省いても、直後に「これまで積み重ねてきた改革への取組」との文言があるため、十分ではないか。

（委員長）・　前文案（２）に記載のある議会改革を紹介した部分「長久手市議会は、これまでも・・・議会報告会などである。」は、省くことでよいか。
＜異議なし＞

　　　　 ・　一旦休憩をとるので、委員で意見を出し合って検討して欲しい。
＜１１：０２　休憩＞

＜１４：２５　再開＞

（委員長）・　休憩中に検討した前文案を報告する。
	前文案（３）
	議会は、憲法に基づく地方自治制度のもと、市民の意思を市政に的確に反映させるため、二元代表制の一翼をなす重要な意思決定機関としての議決責任を負っている。

地方分権の推進により地方への権限移譲が進み、議会が市民の代表機関として果たすべき役割はますます重要となっている。

議会は、持てる権能を駆使し、議員間の自由闊達な議論を通して、自治体事務の立案、決定、執行、評価における論点、争点を市民に明らかにすることが使命である。

議会は、公正性と透明性を確保し、積極的な情報の公開に努め、市民に開かれた議会とするため、ここに長久手市議会基本条例を制定する。


（委員長）・　報告の内容のとおりでよいか。
＜異議なし＞

　　②逐条解説について
（委員長）・　１条ずつ検討していきたい。
・　各解説文の検討結果は、以下のとおり。
	第１条

総則
	この条例の制定は、議会の基本的なあり方を定め、「市民に開かれた議会の実現」「市民福祉の向上と市勢の発展」に寄与することを目的にしています。


	第２条

議会の責務
	議会の責務を定めています。議会は十分な審議を経て、市としての意思決定を行っていきます。市民に対し情報の発信を行い、市民の意思を反映させることに努め、更なる議会改革を推進していきます。


	第３条

議長の責務
	議長は、対外的には議会を代表し、議会内部においては公正で円滑な議会運営に努めることを定めています。


	第４条

議決責任
	議会の議決により市政の方向性が決定されることについて、その責任を深く認識し、市民に対し説明する責務を定めています。


（委　員）・　条文を修正してはどうか。
	第４条　条文
	議会は、市の意思決定機関として議決責任を深く認識し、その結果について、市民に対し説明する責務を有する。


（委員長）・　以上のとおり条文を修正することとしてよいか。

＜異議なし＞

	第５条

議員の責務
	個々の議員の責務を定めています。議員は、積極的な発言、議論などを行う事により協議の内容を深めます。市民から選ばれた市民の代表であることを自覚し、市民の意見を把握するとともに、常に自己の資質向上に努めていきます。


	第６条

会派
	会派は、主義主張を同じくする議員により結成することができます。本市議会においては２人以上の議員により会派を結成できます。


	第７条

政務活動費
	政務活動費は、地方自治法第１００条第１４項により、市が定める条例により交付されます。その結果については、収支報告書を作成し、領収書の写しとともに議長に提出しています。支出の透明性を確保するため、議会ホームページ等で公表しています。


＜１５：１０　休憩＞

＜１５：２０　再開＞

	第８条

市民参加及び市民との連携
	議会への市民参加と連携を促進するため、議会が持つ情報の発信、本会議や委員会等の会議の公開、請願及び陳情の提案者が説明や意見を述べる機会の保障、議会報告会等の定期的開催を定めています。


	第９条

市長等との関係
	議会と市長等（市長及びその他の執行機関の職員※）との関係の基本的原則を定め、より充実させるため本会議における一般質問の一問一答方式、本会議及び委員会での市長等の反問権付与などを定めています。
※その他の執行機関の職員とは、教育委員会、選挙管理委員会、人事委員会、監査委員


	第１０条

資料の提出
	議案審議や委員会活動において資料が必要となった場合は、市長等に資料の提出を求めることができることを定めています。


	第１１条

政策立案等
	議会は、条例の目的である市民福祉の向上のため、政策立案及び政策提言を積極的に行っていきます。


	第１２条

委員会の活動
	常任委員会、議会運営委員会、及び特別委員会において、議会閉会中も委員会を開催するなど、積極的な活動を行い、活性化に努めていきます。


	第１３条

議員間討議の促進
	議会は、言論の府であることを十分に認識し、議員間討議により多様な意見を出し合い、合意形成に努めます。議会だよりや議会報告会などでその経過及び結果について説明を行うことを定めています。


	第１４条

議員研修の充実強化
	本条例は、市民の代表としての議会の役割、議会及び議員の活動原則等に関する基本的事項を定めています。議員間で課題を共有するため研修を行ないます。また、本市議会主催の研修会を年１回実施するとともに、各種研修へ積極的に参加していきます。


	第１５条

議会事務局の体制整備
	議会事務局は議会に関する事務を行っています。政策立案、提言などを支援するため専門的知識、経験を有する者を配置・育成するなど体制の充実を図っていきます。


	第１６条

議会図書室の設置
	調査研究に資するため議会図書室を設置し、図書の充実に努めます。


（委　員）・　現状では議会図書室を市民が利用できる体制ではない。条文の第２項は削除すべきではないか。
（委員長）・　条文の第２項を削除してよいか。
＜異議なし＞
（委員長）・　議会図書室の充実について、場所の確保等、議長から執行部へ依頼をして頂きたい。
＜１５：５８　休憩＞

＜１６：１２　再開＞

	第１７条

議会広報の充実
	本条例第８条でも積極的な情報を発信すると定めていますが、ここでは本会議での議案に対する各議員の表決等を議会だよりに掲載し、市民に周知していきます。また、インターネット等の多様な広報手段を活用し、議会や市政に関心を持てるよう広報活動に努めていきます。


	第１８条

議員の政治倫理
	議員は、政治倫理条例でいう、市民全体の代表者として、その品位と名誉を損なうことがないように行動することを定めています。


	第１９条

議員定数
	議員定数は、地方自治法第９１条第１項によって条例で定めると規定さ
れています。本条例では、議員定数は、議会運営の視点からだけでなく、市民の意思を十分に反映させることが可能となるよう定めなければならないとしています。また、議員定数の改正をする場合は、人口、面積、財政力、類似団体等の調査比較、市民や有識者からの意見聴取などによる検討を行い客観的な判断に基づき提案しなければならないと定めています。


	第２０条

議員報酬
	議員報酬は、地方自治法第２０３条第１項及び第４項により条例で定めなければならないと規定されています。本市では、「長久手市議会の議員報酬及び費用弁償に関する条例」で議員報酬が定められています。
本条例では、議員報酬を改正する場合は、社会経済情勢及び市の財政状況、類似団体等の調査比較、市民や有識者からの意見聴取などによる検討を行い客観的な判断に基づき提案しなければならないと定めています。


	第２１条

災害時の対応
	大きな自然災害などの緊急事態が発生した際の議員の役割や行動を明確にする必要があり、基本的な考え方を定めています。


（委　員）・　具体的な行動指針として、「災害対策連絡会議」の設置や「災害発生時対応要領」などが必要になってくるのではないか。
	第２２条

見直し手続き
	一般選挙後、本条例の目的が達成されているか否かの検証を義務付け、必要に応じ改正すること、改正が必要と認められる場合は、措置を講じることを定めています。


（委員長）・　条例は本年１２月定例会に上程し、議決後すみやかに公布する。翌年１～３月を周知期間とし、施行日は平成２７年４月１日としたいが、意見はあるか。

＜異議なし＞

・　今後は、８月１日号の議会だより及び９月１日号広報でパブリックコメントの周知をする。

（委　員）・　災害発生時の対応はどうするか。

（委員長）・　議長から議会運営委員会へ諮問して頂くよう依頼する。
　　　　 ・　次回は８月１２日（火）午前９時３０分から

以上で議会基本条例検討特別委員会を終了する。
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